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過去の技術開発過程において発生した大量の難処理性有機廃液の処理については、処理

設備の腐食やフィルタの閉塞を引き起こす等の理由により焼却処理が適さないことから、

それら廃液の処理技術として、平成 17年度から水蒸気改質処理法とその処理装置の開発を

実施している。  

処理装置の重要な構成要素である主反応器は内部が非常に高温となるため、主反応器外

筒の内面に耐火材が施されているが、令和 2 年にこの耐火材の内表面全域に経年劣化によ

るひび割れや表層剥離を確認したため、令和 3 年度に主反応器全体を更新した。 

一方、この主反応器内面表層のひび割れや表層剥離について補修が可能であれば、今後

主反応器全体を更新する必要は無くなると共に、これまで使用していた主反応器も廃棄す

ることなく、補修を行った後、予備品として再使用できる。 

そこで、主反応器を更新する前に、劣化した耐火材表面を 2 種類の補修材候補を用いて

補修し、実際の有機系廃棄物を模擬した試料の燃焼試験を実施し、それぞれの補修材の有

効性を評価した。 

模擬燃焼試験後において、補修材候補のうち 1 種について剥落や剥離及びひび割れがな

かったこと、補修材が脆化することなく、耐火材と強固に密着していたこと、補修箇所の

主反応器外筒の表面温度が設計温度上限を超過しなかったことから、補修材を用いた主反

応器の補修は十分可能であると結論付けた。 
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Steam reforming system has been developed for the treatment of organic wastes 
which are not suitable materials (halogenated oil) for the incineration due to generation 
of corrosive compounds and plugging materials. 

The refractory material is cast inside the main reactor, which is a part of the 
steam reforming system. Since the surface of this refractory material has deteriorated 
over time, the main reactor was replaced.  

If the refractory material surface of the used main reactor can be repaired, the 
used main reactor can be reused as a spare. The refractory material surface was repaired 
using two types of repair materials ("S" and "P"). Combustion tests were conducted on 
samples simulating organic wastes to evaluate each repair material. 

As a result of the combustion test, it was concluded that the repair of the 
main reactor was possible to use the repair material "P" because no cracks or flakes 
were observed. 
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1.はじめに 

 

日本原子力研究開発機構（以下、｢JAEA｣という。）では、埋設処分に際して廃棄体へ

の混入が禁止されている多量の危険物や有機物を含有し、焼却等の既存技術では分解・無

機化処理することが困難、もしくは処理は可能であるが多量の放射性二次廃棄物を発生さ

せることが予想される放射性有機系液体廃棄物を保管している 1)。 

廃止措置技術部廃止措置技術課では、とくに難燃性の有機系液体廃棄物（フッ素系合成

潤滑油（以下、｢フッ素油｣という。）等）を含む使用済み油（以下、｢廃油｣という。）の

分解・無機化及び減容化を行う処理技術として、水蒸気改質（以下、｢SR｣という。）処

理法を選定し、実用化に向けた技術開発を行っている。SR 処理法は、過熱水蒸気による

改質と熱分解により有機系廃棄物の分解・ガス化を行う技術であり、諸外国においても放

射性有機系廃棄物の減容化・安定化処理技術として開発が進められている 2)。 

当課が所有する SR 処理試験装置は 17 年以上に亘って使用しており、発生したガスを

燃焼させる主反応部である主反応器の耐火材（アルミナキャスタブル）に経年劣化が生じ

ており、R3 年度に主反応器の更新を行った。 

この経年劣化した主反応器の補修が可能であれば、今後の長期連続処理試験に向けて従

来使用してきた主反応器は廃棄することなく予備品として再利用できる。また、更新した

主反応器についても補修により長期運用が可能となる。 

以上のような観点から、本試験では主反応器内の耐火材の補修を行い、健全性、断熱性

等を評価し、その有効性について確認する。 

 

2.概要 

 

2.1 SR 処理試験装置の概要 

SR 処理試験装置は、過熱水蒸気による改質と熱分解を組み合わせた有機系廃棄物の分

解・ガス化を行うガス化装置、ガス化した有機系廃棄物の高温空気による酸化分解を行う

主反応器、排ガス処理を行うスクラバ等で構成されている。本装置の構成図を Fig.1 に、

主反応器および既設耐火材の仕様を Table 1 に示す。 

廃油は、加熱されたガス化装置内で水蒸気と向流接触され、低分子の有機ガスと無機固

体等に分解される。ガス化装置内で改質・分解された有機ガスは、放射性物質除去用フィ

ルタを通って同伴した放射性物質や煤等を取り除いた後に主反応器に導入される。主反応

This is a blank page. 
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器に導入された有機ガスは、加熱された空気と混合されて、主に酸化反応により燃焼し、

水及び炭酸ガス等に分解される。燃焼ガスは、主反応器下部に設置された急冷容器内で水

中に噴出されて急冷される。急冷容器から排出された燃焼ガスは、水スクラバ、アルカリ

スクラバを介して煤等が除去され、装置外に排出される。アルカリスクラバの後段では、

排ガスの一部をガス分析系に導入し、CO 濃度、NOx濃度等の連続的な測定を行っている。 

 

  

機器名称 仕 様 

主反応器 

型式：空気加熱式円筒型炉 

容積：245 L 

最高使用温度：1300 ℃ 
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耐火材（耐食相）：高アルミナキャスタブル 
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耐火材（現行品） 

型式：TOCAST-18G 

耐火物の種類：キャスタブル 

最高使用温度：1850 ℃ 

線変形率：0.0%（1300 ℃） 

組成：アルミナ 98wt%、二酸化ケイ素 0.1wt% 

施行方法：流し込み 

Fig.1 SR 処理試験装置の装置構成 
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2.2 補修作業及び妥当性評価の概要 
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Fig.2 主反応器内部補修の作業工程 
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3. 補修方法の設定 

 

3.1 補修材の選定 

既設耐火材との親和性を確保するため、補修材は同等な組成のものを候補とし、最高使

用温度、線変化率、二酸化ケイ素含有量及び施工方法を考慮して選定した。使用する補修

材の選定条件及び既設耐火材の物性を Table 2 に示す。なお、既設耐火材の施工方法は流

し込み施工であり、流し込み型枠といった特別な道具が必要であることから候補から除外

した。 

Table 2 に示す選定条件すべてに適合する補修材として以下の 2 製品を選定した。既設

耐火材及び選定した補修材の物性について Table 3 に示す。 

   ・補修材 S（東興ジオテック社製;プラスチック耐火物、主成分：アルミナ） 

   ・補修材 P（東興ジオテック社製;リン酸塩耐火物、主成分：アルミナ） 

 

 

 

 

選定条件 既設耐火材の物性 

最高使用温度 
廃油試料燃焼時において主反応器内部は最大

1,200℃となるため、それ以上の使用温度を持

つ補修材を選定する。 
1,850 ℃ 

線変化率 
加熱・冷却時における耐火材の体積変化が大

きいとクラックの原因となることから、線変

化率が 0 に近い補修材を選定する。 
0.0%（1,300 ℃） 

二酸化ケイ素 
含有量 

フッ素油の処理に伴って発生するフッ化水素

は耐火材に含まれる二酸化ケイ素を侵し、耐

火材を腐食させる。そこで二酸化ケイ素含有

量が低く、フッ化水素に耐食性を有する補修

材を選定する。 

二酸化ケイ素：

0.1wt% 

施工方法 
流し込み型枠が不要で、左官コテを使用して

補修部に塗りこんで補修可能な補修材を選定

する。 
流し込み 

Table 2 補修材の選定条件及び既設耐火材の物性 

JAEA-Technology 2022-012

- 4 -



 

 

 既設耐火材 補修材 S 補修材 P 

最高使用温度（℃） 1,850 1,700 1,700 

1,300℃における 
線変化率（%） 0.0 -0.3 -0.9 

二酸化ケイ素 
含有量（wt%） 0.1 7 8 

施工方法 流し込み施工 コテ塗り施工 コテ塗り施工 

 

3.2 補修材を用いた主反応器の補修作業 
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した。さらに、補修材と既設耐火材との密着性及び補修材の硬さを測定するためのテスト

ピースとして直径 1.5cm、厚さ 1cm の円柱状に補修材を押出成型して塗布した。補修部

分を示した主反応器の模擬図及び補修前後の内面の写真を Fig.3 に示す。 

 

3.3 補修材の熱硬化処理 
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4 .評価方法 

 

以下の観点から補修の有効性を評価した。 

 

4.1 補修材の剥落等の有無（主反応器内部確認） 

模擬燃焼試験後に補修した箇所の剥落やひび割れ及び剥離の有無を目視にて確認した。

補修材の剥落やひび割れ及び剥離がない場合は補修の有効性があったと評価する。 

 

4.2 腐食性ガス環境における補修材の脆化の有無（デュロメーターを用いた硬さ測定）  

模擬燃焼試験にて供与する試料に含まれるフッ素油は処理に伴って塩化水素やフッ化

水素等の腐食性ガスが発生する。補修材は腐食性ガスによって腐食し、脆化することが

考えられるが、補修材の腐食性ガス耐性に関するデータはない。今後処理する廃油試料

中にはフッ素油が含まれていることが分かっており、補修材が腐食性ガスで脆化するな

らば補修の有効性が失われてしまう。そこで、模擬燃焼試験前後において補修材の硬さ

を測定することで、腐食性ガス耐性及び補修の有効性を評価した。 

測定の簡便性から、硬さ測定にはデュロメーターを用いた。デュロメーターを用いた

硬さ測定の模擬図を Fig.4 に示す。デュロメーターをテストピースに鉛直に押し付け、デ

ュロメーターの押針がテストピース表面に与える力とテストピースの反発力が均等にな

ったときの押針の押込み量を測定した。この値を模擬燃焼試験前後で比較することで、

補修材の脆化の有無を確認し、短期的な腐食性ガス耐性及び補修の有効性を評価とした。 

 

4.3 補修材と既設耐火材の密着性（引張強度測定） 

補修材と既設耐火材との密着性が悪い場合、補修材が剥離及び剥落することで既設耐

火材表面が露出し、劣化が進行してしまう。そのため、既設耐火材へ塗布した補修材の

引張強度を測定することで密着性を評価した。耐火物の密着性基準は存在しないため、

一般建築物の引張接着強度（0.4 N/mm2）を判定基準とし、補修材と既設耐火材の密着

性を評価した。 

測定の簡便性から、補修材と既設耐火材の密着性評価はプッシュプルゲージを用いた。

引張強度測定の模擬図を Fig.5 に示す。テストピースに引張治具を取付け、プッシュプル

ゲージで鉛直に引っ張り、テストピースが耐火材から剥がれたときの力を測定した。 
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4.4 模擬燃焼試験時の主反応器外表面温度 

SR 処理試験装置の主反応器外表面の設計温度は 200℃である。補修材の断熱性が低い

場合、設計を超えた熱が主反応器外表面に伝わり、設計温度を超える可能性がある。そ

こで、模擬燃焼試験時において、主反応器補修部の外表面温度を熱電対にて測定し、処

理試験時において新規に導入した主反応器と比較して、補修材の断熱性を評価した。主

反応器外表面の測温箇所を Fig.6 に示す。主反応器斜面部は燃焼ガスの流路が狭まるため、

燃焼ガスが補修材に当たり、最も熱せられる部分であると考えられることから、測温箇

所は斜面部中央とした。 

 

  

デュロメーター 

定盤 

テストピース 
(厚さ 1 cm 直径 約 1.5 cm) 

Fig.4 デュロメーターを用いた硬さ測定模擬図 

Fig.5 プッシュプルゲージを用いた引張強度測定模擬図 

簡易引張試験機（プッシュプルゲージ）

接着剤

テストピース
(厚さ 1 cm 直径 約 1.5 cm) 

既設耐火材 
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5.試験結果 

 

5.1 補修材の剥落等の有無（主反応器内部確認） 

熱硬化処理後及び模擬燃焼試験後における主反応器内部状態を Fig.7 に示す。熱硬化処

理後において、補修材 S での補修部は全体的なひび割れ、補修材の浮き上がりが見られ

た。補修材 P での補修部においてはひび割れが数箇所見られたのみで、補修材の浮き上

がりは見られなかった。なお、補修材 S にひび割れや浮き上がりが生じた原因について

は、補修材 S の粘度が比較的高いため、補修材の混練不足もあったと考えられる。一方、

補修材 P の方は混錬が容易であり、施工しやすい利点が確認できた。 

ひび割れの進展性を確認するため、補修材のひび割れ部に白色ペンでマークを施した

後の主反応器内部の写真を Fig.8 に示す。模擬燃焼試験後において、ひび割れ部に施した

マークを確認すると、どちらの補修材もひび割れや浮き上がりの進展はなかった。結果

として、補修材のひび割れ部や浮き上がり部がないこと及び作業自由度に制限のある管

理区域内での施工の容易さを考慮し、補修材 P が有効であると評価した。 

 

5.2  腐食性ガス環境における補修材の脆化の有無（デュロメーターを用いた硬さ測定）  

模擬試料の処理試験前後の硬さ測定結果を Table 4 に示す。デュロメーターで測定可能

な硬さは相対的なものであるので、単位が無いことに注意する。補修材 S については模

擬燃焼試験後に硬さが増加した。これは 350 ℃、5.5 時間の熱硬化処理では硬化が不十分

であったと考えられる。模擬燃焼試験後において硬さが増加したことから、補修材が脆

化していないといえ、短期的であれば腐食性ガス環境においても補修材 S は使用可能で

あると評価した。 
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Fig.6 主反応器外表面の測温箇所 
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Fig.5 プッシュプルゲージを用いた引張強度測定模擬図 

簡易引張試験機（プッシュプルゲージ）

接着剤

テストピース
(厚さ 1 cm 直径 約 1.5 cm) 

既設耐火材 
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補修材 P については模擬燃焼試験後前後で硬さに変化がないことから、補修材が脆化

していないことがいえ、短期的であれば腐食性ガス環境においても使用可能であると評

価した。 

硬さ測定の観点からはどちらの補修材についても補修の有効性があると評価した。 

 

5.3 補修材と既設耐火材の密着性（引張強度測定） 

模擬燃焼試験前後におけるテストピースの引張強度測定結果を Table 5 に示す。前述の

通り、耐火物の密着性基準は存在しないため、一般建築物の引張接着強度（0.4 N/mm2）

を判定基準とした。補修材 S は模擬燃焼試験前後で引張強度に変化はなく、0.9 N/mm2

だった。一般建築物の引張接着強度を超えているため、既設耐火材と補修材 S は強固に

密着していると言える。補修材 P は模擬燃焼試験後に引張強度が低下したものの一般建

築物の引張接着強度を超えているため、既設耐火材と補修材 P は強固に密着していると

言える。 

どちらの補修材も既設耐火材との密着性は良好であることから、密着性の観点からは

どちらの補修材についても補修の有効性があるとした。 

 

5.4 加熱時の主反応器外表面温度について 

模擬燃焼試験時における補修材 P にて補修した主反応器外表面温度及び処理試験時に

おける新規に導入した主反応器の外表面温度を Fig.9 に示す。横軸は SR 処理試験装置が

定格運転となった時間を 0 min とし、そこからの経過時間とした。なお、補修材 S にて

補修した箇所の外表面温度は熱電対の固定が悪く、十分なデータが得られなかったため、

ここでは補修材 P 補修部のみで議論する。 

補修した主反応器外表面の温度は最高 168 ℃である。なお、新規に導入した主反応器

外表面温度は定格運転開始から 600 min 経過時に 140 ℃で恒温となった。新規に導入し

た主反応器よりはやや高いものの、設計温度である 200 ℃を下回っているため、補修材

P の耐熱性は良好であると言え、補修の有効性があると評価した。 

 

5.5 試験結果のまとめ 

各種測定結果をそれぞれの補修材にて比較した表を Table 6 に示す。 

補修材の混練不足を原因としたひび割れ、浮き上がりが補修材 S に生じたことから、

比較的容易に調製可能で、管理区域内での使用に適している補修材 P の方が望ましいと

結論付ける。 
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 補修材 S 補修材 P 

模擬燃焼試験前 61 74 

模擬燃焼試験後 86 74 

 補修材 S 補修材 P 

模擬燃焼試験前 
（N/mm2） 

0.9 0.7 

模擬燃焼試験後 
（N/mm2） 

0.9 0.45 

Table 4 模擬燃焼試験前後の硬さ測定結果 

Table 5 模擬燃焼試験前後の引張強度測定結果 

Fig.8 熱硬化処理後における耐火材表面のひび割れ状態 

補修材 P 
補修材 S 

白色ペンによるマーク 
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 外観確認 硬さ測定 引張強度測定 外表面温度 判定 

補修材 P ○ ○ ○ ○ ○ 

補修材 S × ○ ○ 測定無し - 
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Table 6 各補修材における測定結果の比較表
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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